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令和７年度地方税制改正（税負担軽減措置等）要望事項 

（ 新 設 ・ 拡 充 ・ 延 長 ・ その他 ）

No  15 府 省 庁 名  農林水産省 

対象税目 個人住民税  法人住民税  事業税  不動産取得税  固定資産税  事業所税  その他（ ） 

要望 

項目名 

中小企業者等が特定経営力向上設備等を取得した場合の特別償却又は法人税額等の特別控除（中小企業経営強化税

制）の拡充及び延長（①農林漁業者関係） 

要望内容 

（概要） 

・特例措置の対象（支援措置を必要とする制度の概要）

中小企業等経営強化法の認定を受けた経営力向上計画に基づき、一定の設備を取得や製作等した場合に、

即時償却又は取得価額の 10％の税額控除（資本金 3,000万円超１億円以下の法人は 7％）が選択適用できる。 

・特例措置の内容

適用期限を２年延長する。

中小企業の成長を後押しし、中堅企業への成長ポテンシャルが高い売上高が 100 億円を超える中小企業

（100億企業）の創出を推進するため、100億企業を目指す中小企業に対する上乗せ措置の創設等を行う。 

関係条文 
地方税法第 23条第１項第3号、同法第 72条の 23第１項、同法第 292条第１項第３号 

租税特別措置法第 42 条の12 の 4、第 52 条の 2 

租税特別措置法施行令第 27 条の 12 の 4、第 30 条 

租税特別措置法施行規則第 20 条の 9 

減収 

見込額 

（ ▲53,900  ）  ［平年度］ 精査中  （ ▲53,900  ） ［初年度］ 精査中  

［改正増減収額］― （単位：百万円） 

要望理由 

（１）政策目的 

中小規模の農林漁業者がほぼ全体である農林漁業では、生産性の向上等により経営体質を強化していく

ことが必要不可欠。また、農林漁業は、地域経済においても基礎的かつ中心的な役割を担っており、食品

産業、観光業等を含めた地域経済の活性化のためにも、生産性の向上等により農林漁業経営の体質強化を

図ることが必要不可欠。 

このため、中小企業等経営強化法に基づき、特定経営力向上設備と位置づけられる高性能な農林漁業機

械等の導入（機械化等投資）を促進し、農林漁業における継続的な生産性向上及び経営改善・強化を通じ

て、農林漁業者の経営安定及び農林水産物の安定供給を確保することが目的。 

（２）施策の必要性 

本特例措置は、平成 29年３月 31日で終了した生産性向上設備投資促進税制の枠組みを継承したもので

あり、経営力の向上につながる高性能な農林漁業機械等に対する投資を行う意欲と能力のある農林漁業者

を広く支援するものである。中小規模の農林漁業者にとって経営力の向上につながる生産性の向上は引き

続き促進していくべき重要な課題であり、本特例措置は、農林漁業の生産性向上等を通じた農林漁業者の

経営安定及び農林水産物の安定供給のためには必要不可欠。 

  農林漁業は中小規模の事業者がほぼ全体であり、財務基盤や投資体力が脆弱であるため、機械化等投資

による生産性向上を図る意欲と能力を有していても、取り巻く経営環境が厳しい状況にある中で、十分な

資金を充当できず、当該投資が遅れがち。 

このため、中小規模の農林漁業者が、機械等の導入を円滑に進め、経営力の向上につながる生産性の向

上を図るには、投資インセンティブとして、経営力向上計画に基づく農林漁業機械等の取得の際に初期投

資の負担軽減を図る本特例措置が必要不可欠。 

また、食料安全保障や国土強靭化が国家的な課題である状況で、それらに資する農林漁業者による前向

きな取組を支援するためにも必要不可欠。 
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さらに、令和６年６月 21日に閣議決定された「経済財政運営と改革の基本方針 2024（骨太の方針）」に

おいても、「農林水産業の持続可能な成長及び食料安全保障」として、将来にわたる食料の安定供給確保に

必要な総合的な対策に向けた指針が位置づけられている。 

 

「経済財政運営と改革の基本方針 2024」（令和６年６月21日閣議決定） 

第２章 社会課題への対応を通じた持続的な経済成長の実現 

～賃上げの定着と戦略的な投資による所得と生産性の向上～ 

５.  地方創生及び地域における社会課題への対応 

（４）農林水産業の持続可能な成長及び食料安全保障 

食料安全保障の強化や環境と調和のとれた食料システムの確立を新たな柱に位置付けるとともに農業の持続

的な発展や農村の振興を図るため、基本法が四半世紀ぶりに改正されたことを受け、初動５年間で農業の構造転

換を集中的に推し進められるよう、2024 年度中に基本計画を改定し、施策を充実・強化するとともに、それを

確実に進めるための体制を確保し、農林水産業の収益力向上の実現を通じた所得の向上を図る。 

食料安全保障の強化に向け、食料自給率その他の新たな目標設定や農林水産業・食品産業の生産基盤の強化と

ともに、安定的な輸入と備蓄を確保しつつ、水田の汎用化・畑地化を含め輸入依存度の高い食料・生産資材の国

内生産力拡大等の構造転換を推進する。食料供給基盤強化も念頭に海外需要に応じた農林水産物・食品の輸出を

促進する。 

（略） 

農業の持続的な発展に向け、地域計画を踏まえた担い手の育成・確保と農地の集積・集約化や土地改良事業、

サービス事業体の育成・活動の促進とともに、農地の総量確保と適正・有効利用や食品産業と連携した農業法人

の経営基盤強化、スマート技術の開発と生産方式の転換や実装加速化、経営安定対策、家畜疾病対策、女性活躍

等を進めるほか、人口減少に対応した適切な用排水施設等の保全管理のための土地改良法制について次期通常国

会提出を目指す。農村の振興に向け、中山間地域等の農地保全や粗放的利用対策、農村関係人口の増加に資する

地域産業振興、農福連携、鳥獣対策、棚田地域の振興等を進める。 

森林の循環利用ができる経営体育成と集約化等を促進する法制度の次期通常国会提出を目指す。林道等基盤整

備や再造林、国産材転換、木材利用拡大、花粉症対策等を進める。 

着実な水産資源管理と操業形態の転換、養殖業の成長産業化、漁業者の人材育成・経営安定、漁船等の生産基盤整

備、海業の全国的な展開等を進める。 

 

 

本要望に 

対応する 

縮減案 

なし 
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今
回
の
要
望
（
税
負
担
軽
減
措
置
等
）
に
関
連
す
る
事
項

合
理
性

政策体系におけ

る政策目的の位

置付け 

《大目標》 
 食料の安定供給の確保、農林水産業の発展、農山漁村の振興、農業の多面的機能の発揮、森

林の保続培養と森林生産力の増進、水産資源の適切な保存・管理等を通じ、国民生活の安定向

上と国民経済の健全な発展を図る。 

《中目標》 

２ 農業の持続的な発展 

５ 森林の有する多面的機能の発揮と林業・木材産業の持続的 

  かつ健全な発展 

６ 水産物の安定供給と水産業の健全な発展 

《政策分野》 

２－⑨ 需要構造等の変化に対応した生産基盤の強化と流通 

・加工構造の合理化

５－⑳ 林業の持続的かつ健全な発展 

６－㉔ 漁村の活性化の推進 

政策の 

達成目標 

（農業） 
 本税制の直接的効果となる農業機械の導入状況として、令和６年度における青色申告を行っ

ている農業所得者１人当たりの 160 万円以上の高性能農業機械取得額の値：85,556円（令和

５年度実績値・推計値）を基準値とし、これを維持すること。 

※ 上記基準値の算出根拠は以下のとおり。

（160 万円以上の国内向け高性能農業機械出荷額 79,516 百万円×販売農家のうち青色申告を行ってい

る農業経営体者の割合0.39843）÷青色申告を行っている農業経営体370千経営体＝85,556円

高性能の農業機械とは、本特例措置の対象と想定されるトラクター（50馬力以上）、田植機（６条以上）、

コンバイン（4条以上）、スピードスプレヤーとする。

（林業） 

 過去1年間に素材生産を行った１経営体当たりの高性能林業機械取得額の値：1,563千円（令

和４年度実績値・推計値）を基準値とし、これを維持すること。 

※ 上記基準値の算出根拠は以下のとおり。

高性能林業機械出荷額9,127百万円÷過去1年間に素材生産を行った経営体数5,839（※）＝1,563千

円

なお、ここでいう高性能林業機械とは、本特例措置の対象として林業機械化協会から生産性向上要件

証明書が発行されている機種（フォワーダ（林内作業車含む）、フェラーバンチャ等）とする。 

※ 農林水産省「2020年農林業センサス」参照

（水産業） 

 令和６年度の漁業経営体１経営体当たりの高性能漁業機械取得額（令和５年度実績値の平均

25,330円）を基準値とし、これを維持すること。 

※ 上記基準値の算出根拠は以下のとおり。

生産性向上要件証明書発行総額

1,554,200千円（※１）÷経営体数（※２）61,360＝25,330円 

※１：令和５年度 生産性向上要件証明書発行総額

 ※２：農林水産省「令和４年度漁業構造動態調査結果」参照 

税負担軽減措

置等の適用又

は延長期間 

令和７年４月１日から令和９年３月 31日まで（２年間） 

同上の期間中

の達成目標 

政策の達成目標と同じ 
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政策目標の 

達成状況 

（農業） 

 前回の目標は、「青色申告所得納税者１人当たりの 160 万円以上の高性能農業機械取得

額の値：71,245円（令和３年度実績値・推計値））を基準値とし、これを維持すること」

であり、令和５年度実績は、85,556 円であった。このように、本特例措置は高性能農業

機械等の導入に効果を上げており、引き続き、生産性の向上に資する高性能農業機械等

の導入を促進するため、本特例措置を講じる必要がある。 

 

（林業） 

前回の目標は「過去１年間に素材生産を行った１経営体当たりの高性能林業機械取得額

の値：527千円（令和２年度実績値・推計値）を基準値とし、これを維持すること」であ

り、一昨年１年間に素材生産を行った１経営体あたりの高性能林業機械取得額の値は 992

千円※（令和４年度実績値・推計値）であることから、成果を上げている。（昨年のデー

タは集計中のため、一昨年のものを使用） 

※本数値の推計に用いる調査の項目が令和３年から変更されている。このため、本数値

は令和２年当時の項目にあわせて推計した一方、「政策の達成目標」は、現行の項目によ

る推計をしており、差が生じている。 

 

（水産業） 

 前回の目標は、「過去１年間の漁業経営体１経営体当たりの高性能漁業機械所得額（令

和２年度実績値の平均 25,014円）を基準値としこれを維持すること」であり、令和５年

度実績は、25,330 円であった。本特例措置は漁業機械等を導入する水産業者に対して一

定の効果がある。生産性の向上に資する高性能漁業機械等の導入を促進するため、引き

続き、本特例措置を講じる必要がある。 

 

有

効

性 

要望の措置の 

適用見込み 

 

区分 令和７年度 

（見込） 

対象数（台） 20,782 

適用件数（件） 1,659 

減税見込額（百万円） 1,111 

 

※適用見込みについては、本特例措置の要件である団体による生産性向上要件証明書の

発行実績及び機械の出荷額・導入台数等から算出している。 

 

要望の措置の 

効果見込み 

（手段としての

有効性） 

 本特例措置の現行制度については、税額控除と即時償却の選択適用を可能としており、

これにより、農林漁業者は機械化等投資を行う初年度の税負担軽減による資金繰りの緩

和、償却費用の前倒しによる投下資金の早期回収を図ることが可能。また、特例を利用

するためには、中小企業等経営強化法の経営力向上計画の認定を受ける必要があり、当

該計画認定を受けるためには、国の指針に基づいた経営力の向上を図るための設備投資

を通じた取組を行うことが必要。 

 本特例措置により、農林漁業者の資金繰りにメリット（資金繰りやキャッシュフロー

の改善）を生じさせる効果があり、機械化等投資へのインセンティブとなる。 

 加えて、本特例措置では、幅広く農林漁業者の設備投資を支援するが、対象設備に一

定金額以上のものに範囲を限定するとともに、生産性の向上に係る要件を併せて付する

こと等により、生産性向上やコスト低減に資する機械化等投資に重点化して支援を行う

制度運用設計がなされている。 

相

当

性 

当該要望項目 

以外の税制上の

支援措置 

中小企業者等が行う設備投資関連の他の税制として、中小企業投資促進税制がある。 

中小企業投資促進税制は、中小企業者等の幅広い設備投資を支援するため、計画認定

を必要とせず、一定の規模以上の設備投資を対象としている。また、取得価額の 30％の

特別償却又は 7％の税額控除を選択適用（税額控除は資本金 3,000万円以下の法人、個人

事業主のみ）できることとされている。 
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予算上の措置等

の要求内容 

及び金額 

 
（関連する措置） 

（農業） 

 令和６年度 

・農地利用効率化等支援交付金のうち先進的農業経営確立支援タイプ 

1,521百万円の内数 

 

（林業） 

・林業・木材産業循環成長対策のうち高性能林業機械等の導入 

                          6,410百万円の内数 

 

（水産業） 

・浜の活力再生・成長促進交付金      

 6,452万円の内数 

 

上記の予算上

の措置等と 

要望項目との

関係 

 農林漁業者による高性能な農林漁業機械等に対する投資を促進するためには、対象と

なる農林漁業者が限られる上記予算措置では不十分であり、高性能な農林漁業機械等へ

の投資を計画的に自ら行おうとする意欲と能力のある農林漁業者を広く支援できる本特

例措置等と一体的に講じることが政策効果の拡大に繋がる。 

要望の措置の 

妥当性 

 本特例措置については、農林漁業者が経営力の向上のための設備投資を図り、生産性

の向上を実現できるようにしていくために、今後も経営力向上計画を主務大臣が認定し

た場合に限り、適用することとしている。 

 農林漁業者による高性能な農林漁業機械等に対する投資（機械化投資）を促進し、生

産性向上の底上げを図るためには、対象とする者や機械等が限定される補助事業では不

十分であり、機械化等投資を計画的に行う意欲と能力のある農林漁業者を幅広く支援で

きる税制措置が政策手段として妥当。 

 また、農業においては、水稲、麦類、園芸等の多数の品目があり、農業者の資金状況

や作物の品目毎の需給の状況に機械化等投資が左右され、林業においては、傾斜、土壌、

樹種や林業事業体の規模、資金状況等により同様の影響を受けるため、また水産業にお

いても、漁獲・加工対象魚種の資源状況や事業者の資金状況等により同様の影響を受け

るため、対象者、対象設備等が限定される補助金や財投融資とは異なり、適用条件が一

般的な設備の取得であり、対象者を特定しない税制措置による支援が妥当。 
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こ

れ

ま

で

の

税

負

担

軽

減

措

置

等

の

適

用

実

績

と

効

果

に

関

連

す

る

事

項 

税負担軽減措置等の 

適用実績 

【適用件数】 

  令和２年度 2,581件 

  令和３年度 2,339件 

令和４年度 2,026件 

  令和５年度 1,659件 

 

【減収額】 

  令和２年度 1,221百万円 

  令和３年度 1,135百万円 

  令和４年度 1,168百万円 

  令和５年度 1,111百万円 

※適用実績については、本特例措置の要件である団体による証明書の発行実績及び減税対象

機械等の出荷額・導入台数等から減税見込額を算出している。 

 

 

 

 

 

 

「地方税における

税負担軽減措置等

の適用状況等に関

する報告書」に 

おける適用実績 

令和４年度 

（道府県民税）  特別償却 約 12億円の内数  税額控除 約 1億円の内数 

（事業税）    特別償却 約 316億円の内数  税額控除 ― 

（市町村民税）  特別償却 約 70億円の内数  税額控除 約 7億円の内数 

（特別法人事業税）特別償却 約 117億円の内数  税額控除 ― 

（適用業種全体の総数であること） 

 農林漁業者の適用実績については、本特例措置の要件である団体による生産性向上要

件証明書の発行実績及び機械の出荷額・導入台数等から算出している。 

税負担軽減措置等の適

用による効果（手段と

しての有効性） 

 生産性向上をもたらす高性能な農林漁業機械等は初期投資額が大きいため、本特例措

置による初期投資額の軽減等は農林漁業者による機械化等投資の促進に大きなインセ

ンティブとなり、農林漁業の生産性向上に大きく寄与する。 

前回要望時の 

達成目標 

（農業） 

 本税制の直接的効果となる農業機械の導入状況として、令和４年度における青色申告を行

っている農業所得者１人当たりの160 万円以上の高性能農業機械取得額の値：71,245円（令

和３年度実績値・推計値）を基準値とし、これを維持すること。 

 

（林業） 

 過去 1 年間に素材生産を行った経営体１経営体当たりの高性能林業機械取得額の値：527

千円（令和２年度実績推計値）を基準値とし、これを維持すること。 

 

（水産業） 

 過去１年間の漁業経営体１経営体当たりの高性能漁業機械取得額（令和２年度実績値の平

均25,014円）を基準値とし、これを維持すること。 

 

前回要望時からの 

達成度及び目標に 

達していない場合の理

由 

（農業・林業・水産業） 

目標は達成している。引き続き、生産性の向上に資する高性能な農業機械等の導入を促進

するため、本特例措置を講じる必要がある。 

 

 

これまでの要望経緯 

平成 26年度 中小企業投資促進税制の上乗せ措置を創設 

（平成 29年 3月末までの適用期間の延長） 

平成 29年度 中小企業投資促進税制の上乗せ措置部分を改組し、 

中小企業経営強化税制として新設 

（適用期間は平成 31年 3月末まで） 

令和元年度  特定経営力向上設備等の範囲の明確化及び適正化を行った上で延長 

（適用期間は令和 3年 3月末まで） 

令和２年度  新型コロナウイルス感染症緊急経済対策特定経営力向上設備等の対象に 
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テレワーク等のために行う設備投資を追加 

令和３年度  修正 ROA等が一定割合以上向上するための設備投資の追加等を 

行った上で、延長 

（適用期間は令和５年３月末まで） 

令和５年度  ２年間の延長（令和７年３月末までの適用期間の延長）、対象資産からコ

インランドリー業又は暗号資産マイニング業（主要な事業であるものを

除く）の用に供する機械装置でその管理のおおむね全部を他の者に委託

するものを除外 



令和７年度地方税制改正（税負担軽減措置等）要望事項 

（ 新 設 ・ 拡 充 ・ 延 長 ・ その他 ）

No 15 府 省 庁 名   農林水産省

対象税目 個人住民税  法人住民税  事業税  不動産取得税  固定資産税  事業所税  その他（ ） 

要望 

項目名 

中小企業者等が特定経営力向上設備等を取得した場合の特別償却又は法人税額等の特別控除（中小企業経営

強化税制）の拡充及び延長（②食品企業者関係） 

要望内容 

（概要） 

・特例措置の対象（支援措置を必要とする制度の概要）

中小企業等経営強化法の認定を受けた経営力向上計画に基づき、一定の設備を取得や製作等した場合に、

即時償却又は取得価額の 10％の税額控除（資本金 3,000万円超１億円以下の法人は 7％）が選択適用できる。 

・特例措置の内容

適用期限を２年延長する。

中小企業の成長を後押しし、中堅企業への成長ポテンシャルが高い売上高が 100 億円を超える中小企業

（100億企業）の創出を推進するため、100億企業を目指す中小企業に対する上乗せ措置の創設等を行う。 

関係条文 

地方税法第 23条第 1項第3号、同法第 72条の 23の第 1項、同法第 292条第 1項第 3号 

租税特別措置法第 42条の12の 4、第 52条の 2 

租税特別措置法施行令第 27条の 12の 4、第 30条 

租税特別措置法施行規則第 20条の 9 

減収 

見込額 

［初年度］   精査中   （ ▲53,900 ）  ［平年度］   精査中   （ ▲53,900 ）

［改正増減収額］  ―   （単位：百万円）

要望理由 

（１）政策目的 

中小企業者等は地域の経済や雇用を支え、我が国経済全体を発展させる重要な役割を担っている。成長の

底上げに向けて中小企業者等の設備投資を促進する。 

（２）施策の必要性 

人口減少・少子高齢化の進展に伴う労働力人口の減少や国際競争の激化等、中小企業を取り巻く事業環境

は厳しさを増しており、足下では生産性が低迷し、人材確保や事業の持続的発展が懸念されているところ。 

新型コロナウイルス感染症拡大の影響からの回復期で好転の兆しもあるが、人手不足、物価高・価格転嫁

が重荷になり、中小企業全体に賃上げの波を広げていくことが最重要課題。金利のある経済やポストコロナ

金融支援への対応の観点からも、生産性や経営力の向上の必要性がより一層重要となってきている。 

このような状況下において、中小企業者等による積極的な設備投資・事業展開等を促し、中堅企業への成長

ポテンシャルが高い売上高が 100億円を超える中小企業（100億企業）の創出を推進するため、100億企業を

目指す中小企業に対する上乗せ措置等を創設し、中小企業者等の設備投資を通じた生産性の向上を図ること

が不可欠。 

本要望に 

対応する 

縮減案 

－ 
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今
回
の
要
望
（
税
負
担
軽
減
措
置
等
）
に
関
連
す
る
事
項 

合
理
性 

政策体系におけ

る政策目的の位

置付け 

《大目標》 

食料の安定供給の確保、農林水産業の発展、農山漁村の振興、農業の多面的機能の発揮、

森林の保続培養と森林生産力の増進、水産資源の適切な保存・管理等を通じ、国民生活

の安定向上と国民経済の健全な発展を図る。 

《中目標》 

１ 食料の安定供給の確保 

《政策分野》 

新たな価値の創設による需要の開拓 

政策の 

達成目標 

我が国の生産性は国際的に見ても極めて低い水準にある。今後、就業者の減少が見込

まれる日本にとって、国際競争力維持のため、中小企業の生産性向上は喫緊の課題であ

ることから、中小企業者等の生産性を高める設備投資の活発化・加速化を促し、中小企

業の経済活動の活性化を図る。 

具体的には、近年の中小企業における設備投資動向を踏まえ、下記の指標を満たすこ

とを目標とする。 

 

労働生産性を 2020年度比で 5％向上 

 

税負担軽減措

置等の適用又

は延長期間 

 

令和 7年 4月 1日～令和 9年 3月 31日（2年間） 

同上の期間中

の達成目標 

 

労働生産性を2020年度比で5％向上 

 

政策目標の 

達成状況 

令和 5年度における中小企業者等の労働生産性は 2020年度比で 4.4％向上となってい

る。 

中小企業者等の設備投資状況等は、新型コロナウイルス感染症拡大の影響から回復期

で好転の兆しもあるが、人手不足、物価高・価格転嫁が重荷になり、未だ、持ち直して

いる状況とは言えない。また、金利のある経済やポストコロナ金融支援への対応の観点

からも、生産性や経営力の向上の必要性がより一層重要となってきている、中小企業者

等の積極的な設備投資・事業展開等を促すためには、引き続き措置が必要。 
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有

効

性 

要望の措置の 

適用見込み 

（適用期間内における適用件数見込み） 

令和 7年度 22,434件 

令和 8年度 22,389件 

※令和 4年度「租税特別措置の適用実態調査の結果に関する報告書」、中小企業景況調査

等より推計 

 

要望の措置の 

効果見込み 

（手段としての

有効性） 

現行制度は、税額控除と即時償却の選択適用を可能としているが、これにより、事業

者は設備投資した初年度の税負担が軽減されることによる資金繰りの改善、償却費用の

前倒しによる投下資金の早期回収を図ることが可能となる。また、特例を利用するため

には、中小企業等経営強化法の経営力向上計画の認定を受ける必要があり、当該計画の

認定を受けるためには、国の指針に基づき経営力の向上を図るための設備投資を含む取

組を行うことが必要。 

本特例措置により、事業者は償却費用の前倒しや税負担の軽減といったメリットを享

受できるため、より積極的な事業展開を行うための設備投資へのインセンティブとなる。 

加えて、中小企業者等の投資を幅広く促進するため、ほぼ全ての業種を対象として、生

産性の高い設備等（機械装置、工具、器具備品、建物附属設備、ソフトウエア）を取得

する場合（ファイナンス・リースも含む）に適用を可能とされている一方、取得価額要

件（一定金額以上の設備投資を対象）を設定することなどにより、経営力の向上に著し

く効果のある設備投資に限定して措置を行うべく、制度設計がなされているものである。 

また、本特例措置を利用して設備を導入した企業のうち、本特例措置がなければ設備

投資を先延ばしした又は設備投資が減少したと答えた企業は半数以上であり（令和 6 年

度中小企業庁アンケート調査より）、景気の先行きの不透明さ等から設備投資を躊躇する

傾向にある中小企業者等の設備投資を着実に後押ししている。 

 

相

当

性 

当該要望項目 

以外の税制上の

支援措置 

中小企業者等が行う設備投資関連の他の税制として、中小企業投資促進税制がある。 

中小企業投資促進税制は、中小企業者等の幅広い設備投資を促進するため、計画認定を

必要とせず、一定の規模以上の設備投資を対象としている。また、取得価額の 30％の特

別償却又は 7％の税額控除を選択適用（税額控除は資本金 3,000万円以下の法人、個人事

業主のみ）できることとされている。 

予算上の措置等

の要求内容 

及び金額 

 

 － 

 

上記の予算上

の措置等と 

要望項目との

関係 

 

 － 

要望の措置の 

妥当性 

本特例措置では、中小企業等経営強化法の認定を受けた中小企業者等の質の高い投資

を幅広く促進するため、ほぼ全ての業種を対象として、生産性の高い設備等（機械装置、

器具備品、工具、建物附属設備、ソフトウエア）を取得する場合（リースも含む）に適

用を可能とする一方、取得価額要件（一定金額以上の設備投資を対象）を設定すること

などにより、経営力の向上に著しく効果のある設備投資に限定して措置を行うべく、制

度設計がなされている。 
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こ

れ

ま

で

の

税

負

担

軽

減

措

置

等

の

適

用

実

績

と

効

果

に

関

連

す

る

事

項 

税負担軽減措置等の 

適用実績 

【適用件数】 
令和2年度：23,079件 
令和3年度：23,919件 
令和4年度：22,569件 

 

 

 

 

 

 

 

「地方税における

税負担軽減措置等

の適用状況等に関

する報告書」に 

おける適用実績 

【令和 4年度】 

（道府県民税）  特別償却   12億円   税額控除  1億円 

（事業税）    特別償却  316億円  税額控除    － 

（市町村民税）  特別償却   70億円  税額控除   7億円 

（特別法人事業税）特別償却  117億円  税額控除    － 

税負担軽減措置等の適

用による効果（手段と

しての有効性） 

税制措置による設備投資の押し上げ（下支え）効果の具体的な数値としては、本特例

措置がなければ設備投資を先延ばしした又は設備投資が減少したと答えた企業は半数

以上とのアンケート結果がある。 

 

令和5年度に総務省と政策所管府省と共同で実施した租税特別措置の効果検証によっ

て、中小企業の設備投資に対する本税制の効果についての報告書が公表※されている。 

 

※公表ページ 

総務省ホームページ 

租税特別措置等の効果検証手法の検討について「租税特別措置等の効果検証手法の検

討に関する報告書（個別）【概要】」 

https://www.soumu.go.jp/main_content/000953973.pdf 

 

同報告書では、「経強または中促を適用した企業において、労働生産性および設備投

資額売上高比率、一人当たり売上高が上昇している」とされ、「設備投資に対して本税

制が正の因果効果を持つ可能性が示されており、経強や中促は設備投資を押し上げてい

る可能性がある」と示している。 

このように、一定の効果が確認されたところであるが、本税制の効果を確認する手法

として、今後も、税制利用企業のデータを活用した効果検証の手法の活用を検討する。 

 

前回要望時の 

達成目標 

 

中小企業者等の設備投資をリーマンショック前の 14兆円の水準まで回復させること。 

前回要望時からの 

達成度及び目標に 

達していない場合の理

由 

令和 5年度における中小企業者等の設備投資は 13兆円となっている。 

令和 2年に新型コロナウイルス感染症の影響により、経済は大きく落ち込み、設備投

資も減少したが、現在は回復期で好転の兆しもある。 

一方で、人手不足、物価高・価格転嫁の影響により、中小企業の業況については先行

きが不透明な状況もあり、設備投資の動向も不安定な状況にある。 
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これまでの要望経緯 

平成 26年度 中小企業投資促進税制の上乗せ措置を創設 

（平成 29年 3月末までの適用期間の延長） 

平成 29年度 中小企業投資促進税制の上乗せ措置部分を改組し、 

中小企業経営強化税制として新設 

（適用期間は平成 31年 3月末まで） 

令和元年度 特定経営力向上設備等の範囲の明確化及び適正化を行った上で延長 

（適用期間は令和 3年 3月末まで） 

令和 2年度 新型コロナウイルス感染症緊急経済対策特定経営力向上設備等の対象に 

テレワーク等のために行う設備投資を追加 

令和 3年度 修正 ROA等が一定割合以上向上するための設備投資の追加等を 

行った上で、延長 

（適用期間は令和 5年 3月末まで） 

令和 5年度 2年間の延長（令和 7年 3月末までの適用期間の延長）、対象資産からコイ

ンランドリー業又は暗号資産マイニング業（主要な事業であるものを除く）の用に供す

る機械装置でその管理のおおむね全部を他の者に委託するものを除外 
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資料：財務省「法人企業統計調査年報」
(注)ここでいう大企業とは資本金1000千円以上1億円以下の企業、中小企業とは資本金1億円未満
の企業とする。

(兆円) 設備投資額の推移（年間）

(年)
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